
施策名 部局名 作成責任者

施策の概要
政策評価

実施予定時期
令和5年度以降に

実施

達成目標1
目標設定の
考え方・根拠

基準値 目標値

― H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 毎年度

― 101.7% 101.8% 101.8% 101.7% 101.8%

年度ごとの
目標値

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

全ての都道府県・指定都市において、公立小・中学校の教員数について、公立義
務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律第６条により算定さ
れる標準定数が充足され、義務教育水準の維持向上を図る。

公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律
は、教職員の配置の適正化等を図り、もって義務教育水準の維持向
上に資することを目的としており、本法律の求める水準の確保が必
要である。

測定指標
実績値

義務教育の根幹（機会均等・水準確保・無償制）を国が責任を持って支えるため、義務教育費国庫負担制度に基づき、義務教育
に必要な経費のうち最も重要な教職員給与費について国が３分の１を負担して、全国全ての学校に必要な教職員を確保する。

施策の予算額(当初予算)

（千円）

令和3年度 令和4年度
施策に関係する内閣の
重要施策(主なもの)

第3期教育振興基本計画　目標（16）　等
1,517,889,000 1,502,787,000

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律
は、教職員の配置の適正化を図り、もって義務教育水準の向上し資
することを目的としており、本法律の定める水準の確保が必要であ
る。

【指標の根拠】
分母：公立小・中学校の校長・教諭等の定数
分子：公立小・中学校の校長・教諭等の実数

【出典】文部科学省調べ

①各都道府県にお
ける公立小・中学
校の校長・教諭等
定数充足率の平均

100.0%

令和４年度実施施策に係る事前分析表
（文R4－3－1）

義務教育に必要な教職員の確保 初等中等教育局財務課 村尾　崇
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基準値 目標値
― H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 毎調査年度

―

（小学校）
国語：60.6
算数：66.0
（中学校）
国語：60.4
数学：55.7

（小学校）
国語：-

算数：64.1
理科：83.5
（中学校）
国語：-

数学：54.1
理科：62.9

（小学校）
国語：64.2
算数：68.7
（中学校）
国語：61.5
数学：58.1

―

（小学校）
国語：58.6
算数：67.8
（中学校）
国語：60.8
数学：59.3

年度ごとの
目標値

―

（小学校）
国語：60.6
算数：66.0
（中学校）
国語：60.4
数学：55.7

（小学校）
国語：60.6
算数：64.1
（中学校）
国語：60.4
数学：54.1

―

（小学校）
国語：64.2
算数：68.7
（中学校）
国語：61.5
数学：58.1

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
本事業の目的である教育の機会均等及び一定水準の確保の達成状況
を定量的に図るための一つの指標として設定。

【出典】全国学力・学習状況調査　児童質問紙項目「各教科（国
語、算数・数学、理科）の勉強は好きですが」に対して、①当ては
まる、②どちらかといえば当てはまる、と回答した割合
※令和2年度全国学力・学習状況調査は、新型コロナウイルス感染症
の影響等を考慮し、実施見送り
※理科については3年に一度程度の実施であり、平成30年度の次の実
施年度は令和4年度。
※調査において毎年度目標値を設定しているわけではないことに留
意

②国語、算数・数
学、理科に興味・
関心がある児童生
徒の割合（％）

前回調査年度
以上
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基準値 目標値
H19年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 毎調査年度

OECD平均よ
り高得点グ
ループ(科学
的活用能
力、数学的
能力)、OECD
平均と同程
度(読解力)

―

OECD諸国中1
位（数学的
リテラ

シー）、2位
（科学的リ

テラ
シー）、11
位（読解
力）

― ― ―

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

基準値 目標値
H18年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 毎調査年度

参加国／地
域中４位(小
学校算数、
小学校理
科)、５位
(中学校数
学)、３位
(中学校理

科)

― ―

参加国／地
域中５位(小
学校算数)、
４位(中学校
数学、小学
校理科)、３
位(中学校理

科)

― ―

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
本事業の目的である義務教育水準の維持向上の達成状況を測るため
の一つの指標として設定。
また、生徒の学習到達度調査は、その規模・内容から見て、世界に
おける我が国の生徒の学力の状況を把握するのに適した調査と考え
られるため。
【新経済・財政再生計画 改革工程表2021KPI関連指標として設定】

【出典】OECD生徒の学習到達度調査（PISA2018）
※目標値の設定については、現在議論中の第４期教育振興基本計画
の測定指標等も踏まえ引き続き検討。

③生徒の学習到達
度調査（PISA）結
果

【新経済・財政再
生計画 改革工程
表2021KPI関連】

世界トップレ
ベルの順位

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
本事業の目的である義務教育水準の向上の達成状況を定量的に図る
ための一つの指標として設定。
また、国際数学・理科教育動向調査は、その規模・内容から見て、
世界における我が国の生徒の学力の状況を把握するのに適した調査
と考えられるため。

【出典】国際数学・理科教育動向調査（TIMSS2019）
※目標値の設定については、現在議論中の第４期教育振興基本計画
の測定指標等も踏まえ引き続き検討。

④国際数学・理科
教育動向調査
（TIMSS）の結果

世界トップレ
ベルの順位
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達成手段
（開始年度）

関連する
指標

行政事業レビュー
番号

備考

義務教育費国庫負担金に必要な経費
(東日本大震災復興特別会計分含)

（昭和28年度）
①②④ 0125 ―

教育政策形成に関する実証研究
（平成28年度）（再掲）

②③④ 0099 ―

義務教育費国庫負担金に係る予算措置
（昭和28年度）

①②③④ ―
国は、毎年度、各都道府県・指定都市ごとに、公立の義務教育諸学校の教職員給与
費等について、その実支出額の３分の１を負担する。ただし、特別の事情があると
きは、各都道府県ごとの国庫負担額の最高限度を政令で定めることができる。

義務教育諸学校等の体制の充実及び運営の改
善を図るための公立義務教育諸学校の学級編
制及び教職員定数の標準に関する法律等の一

部を改正する法律
（平成28年度）

①②③④ ―

義務教育諸学校等の体制の充実及び運営の改善を図るため、障害に応じた特別の指
導（通級による指導）や日本語能力に課題のある児童生徒への指導のための基礎定
数の新設等について規定する「義務教育諸学校等の体制の充実及び運営の改善を図
るための公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律等の一
部を改正する法律」が平成29年３月に成立し、同年４月に施行された。

公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定
数の標準に関する法律の一部を改正する法律

（令和２年度）
①②③④ ―

個別最適な学びと協働的な学びを実現することが必要であることから、一人一人の
教育的ニーズに応じたきめ細かな指導を可能とする指導体制と安全・安心な教育環
境を整備するために公立の小学校の学級編制の標準を段階的に引き下げる「公立義
務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律の一部を改正する法
律」が令和３年３月に成立し、同年４月に施行された。

昨年度事前分析表からの変更点 測定指標②を新規に追加。

財務課所管事務（義務教育費国庫負担金・教
職員定数）担当者会議

①②③④ ―
各都道府県・指定都市教育委員会の義務教育費国庫負担金・教職員定数の担当者に
対し、財務課所管事務について行政説明を行う。

都道府県・指定都市教育委員会管理・指導事
務主管部課長会議

①②③④ ―
各都道府県・指定都市教育委員会の部長又は課長級職員に対し、初等中等教育局関
係概算要求及び施策について行政説明を行う。
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